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2019年２月28日 

各位 

会社名  エムスリー株式会社 

代表者名  代表取締役社長 谷村 格 

  （コード:2413 東証第一部） 

問合せ先 取締役 辻 高宏 

（TEL. 03-6229-8900） 

株式会社日本アルトマークの株式の取得（子会社化）に関するお知らせ 

 当社は、2019 年２月 28 日開催の取締役会において、以下のとおり、株式会社日本アルトマーク（以

下、「アルトマーク」といいます。）の株式を取得し、子会社化することについて決議いたしましたので、

お知らせいたします。 

記 

１． 株式の取得の目的 

 当社は、日本において医療従事者専門サイト「m3.com」を運営しており、27 万人以上の医師会員に対

して医学関連情報を配信し、製薬業界を中心にマーケティング支援サービスや治験支援サービス等を提

供しております。また、日本のみならず米国、英国、フランス、中国、韓国、インドなど海外への事業

展開を積極的に進めており、全世界で 450 万人以上の医師会員・調査パネルを有し、そのメディア力を

活かした製薬会社向けマーケティング支援サービス、調査サービス、医師転職支援サービス等を展開し

ています。 

他方、アルトマークは、1962年の設立以来、製薬会社をはじめとした約250の医療関連企業や行政機

関に対して、メディカルデータベース（医療・福祉・保健等の分野に限定した企業団体の会員制による

「共同利用・共同メンテナンス」の仕組みにより構築・運営している、全国の医療機関及びそれら施設

に勤務する医師・薬剤師等のマスターデータ）の提供を行っております。 

当社は、本件買収により、アルトマークが保有する各種データ、サービスと、当社が提供する m3.com

をはじめとした多様なサービスを連携させることにより、製薬業界向けマーケティング支援サービスの

拡充を進めてまいります。また、治験等の各種サービスにおいてもシナジーの創出を試みていく予定で

す。 

２．異動する子会社の概要（2019 年２月 28 日時点） 

（１） 名 称 株式会社日本アルトマーク 

（２） 所 在 地 東京都港区芝５丁目33番１号 森永プラザビル本館15階 

（３） 代 表 者 の 役 職 ・ 氏 名 代表取締役 伊倉 雅治 

（４） 事 業 内 容 
・メディカルデータベース事業

・医療従事者向けインターネットサービス事業

（５） 資 本 金 55,500,000円 

（６） 設 立 年 月 日 1962年３月２日 

（７） 大 株 主 及 び 持 株 比 率 株式会社NTTドコモ 100.0% 



2 
 

（８） 
上場会社と当該会社との

間の関係 

資本関係 

当社と当該会社との間には、記載すべき資本関係はあ

りません。また、当社の関係者及び関係会社と当該会

社の関係者及び関係会社の間には、特筆すべき資本関

係はありません。 

人的関係 

当社と当該会社との間には、記載すべき人的関係はあ

りません。また、当社の関係者及び関係会社と当該会

社の関係者及び関係会社の間には、特筆すべき人的関

係はありません。 

取引関係 
当社と当該会社との間には、データベースの販売等の

取引があります。 

（９） 当該会社の最近３年間の経営成績及び財政状態 

決算期 2016年３月期 2017年３月期 2018年３月期 

 純 資 産 
3,568百万円 

3,738百万円 

（3,818百万円） 

4,048百万円 

（4,109百万円） 

 総 資 産 
4,571百万円 

4,404百万円 

（4,498百万円） 

4,896百万円 

（5,012百万円） 

 １ 株 当 り 純 資 産 80,378円 84,192円 91,186円 

 売 上 高 
3,839百万円 

3,300百万円 

（3,327百万円） 

3,035百万円 

（3,098百万円） 

 営 業 利 益 
329百万円 

440百万円 

（411百万円） 

478百万円 

（449百万円） 

 経 常 利 益 
446百万円 

265百万円 

（236百万円） 

473百万円 

（444百万円） 

 当 期 純 利 益 
280百万円 

169百万円 

（150百万円） 

310百万円 

（291百万円） 

 １ 株 当 り 当 期 純 利 益 6,313円 3,825円 6,994円 

 １ 株 当 り 配 当 金 0円 0円 0円 

（※）当該会社におきましては、2017 年 3 月期より子会社を有しておりますが、連結経営指標を作成し

ておりません。そのため、上記には個別経営指標を記載し、括弧書きにて子会社との単純合算を

示しております。 

（※）百万円未満は切捨て表記しております。 

 

３．株式取得の相手先の概要 

（１） 名 称 株式会社NTTドコモ 

（２） 所 在 地 東京都千代田区永田町２丁目11番１号 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 吉澤 和弘 

（４） 事 業 内 容 通信事業、スマートライフ事業、その他の事業 

（５） 資 本 金 9,496 億 7,950 万円（2018年３月31 日現在） 

（６） 設 立 年 月 日 1991年８月14日 

（７） 純 資 産 5,932,210百万円（2018年９月30日現在） 

（８） 総 資 産 7,686,376百万円（2018年９月30日現在） 

（９） 

大株主及び持株比率 

（2018 年９月 30 日現

在 ） 

日本電信電話株式会社 66.64% 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口) 2.33% 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口) 1.95% 

ＳＴＡＴＥ ＳＴＲＥＥＴ ＢＡＮＫ ＷＥＳＴ 0.78% 

ＣＬＩＥＮＴ － ＴＲＥＡＴＹ ５０５２３４ 

(常任代理人 株式会社みずほ銀行決済営業部) 
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日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口５) 0.76% 

ＪＰモルガン証券株式会社 0.76% 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口７) 0.64% 

ＪＰ ＭＯＲＧＡＮ ＣＨＡＳＥ ＢＡＮＫ３８００５５ 0.61% 

(常任代理人 株式会社みずほ銀行決済営業部) 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口９) 0.57% 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口１) 0.56% 

 

（10） 

上場会社と当該会社との間の関係 

資 本 関 係 

本第三者割当増資によりドコモが当社の株式を保有す

る予定であるほか、当社とドコモは2019年２月28日

付けで、合弁契約を締結しました。これに基づき、当

社とドコモは 2019 年４月までに株式会社 empheal を

設立し、当社が株式会社 empheal の発行株式数の

49％を、ドコモが株式会社 empheal の発行株式数の

51%を引き受ける予定です。 

人 的 関 係 

ドコモの従業員複数名が、当社とドコモが 2019 年４

月までに設立を予定している株式会社empheal に出向

する予定です。 

取 引 関 係 

当社は、ドコモ及びその子会社との間で、製品、サー

ビスの販売及び仕入の取引関係があります。また、当

社とドコモは、2019 年２月 28 日付けで、資本業務提

携契約を締結しました。これに基づき、当社と当該会

社は、サービスの販売提携及びサービスの提供取引を

行う予定です。 

関連当事者

への該当状

況 

該当ありません。 

 

 

４．取得株式数、取得価額及び取得前後の所有株式の状況 

（１） 異動前の所有株式数 

0株 

（議決権の数：0個） 

（議決権所有割合：0.0%） 

（２） 取 得 株 式 数 

44,400株 

（議決権の数：44,400個） 

 

（３） 取 得 価 額 

株式会社日本アルトマークの普通株式（概算額） 

66億円(※) 

アドバイザリー費用等（概算額） 

最大で10百万円程度となる見込みです 

合計（概算額） 

66億 10百万円 

（４） 異動後の所有株式数 

44,400株 

（議決権の数：44,400個） 

（議決権所有割合：100.0%） 

 

(※) 取得価額は、株式取得の実行時に確定する予定です。 
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５．日 程 

（１） 取 締 役 会 決 議 日 2019年２月28日 

（２） 株 式 譲 渡 契 約 締 結 日 2019年２月28日 

（３） 本 株 式 譲 渡 実 行 日 2019年４月１日（予定） 

 

６．今後の見通し 

 本件買収による当社連結業績への影響につきましては、現在精査中であり、開示すべき事項が生じた

場合は速やかにお知らせいたします。 

 

（参考）当期連結業績予想（2019年1月25日公表分）及び前期連結実績  

 売上収益 営業利益 税引前利益 当期利益 
親会社の所有者に 

帰属する当期利益 

 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 

当期連結業績予想 

（2019年3月期） 
113,350 31,720 31,700 22,220 20,960 

前期連結実績（注） 

（2018年3月期） 
94,471 27,486 27,472 19,225 18,127 

（注） 

当社は 2019 年３月期より、IFRS 第９号（金融商品）を適用しています。2018 年３月期の遡及修正後の

各数値は上記の通りとなる見込みです。当該数値は、監査前・仮集計数値であり今後変更になる可能性

があります。 

 

以 上 


